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《 下水道事業 》 
 

１ 業務の概要 

 

 （１）業務実績  

 令和 3 年度の下水道普及率（行政区域内人口に対する下水道処理区域内人口の割合）は公共下水道事業・個

別排水処理事業・特定地域生活排水処理事業あわせて 97.8％となっており、処理区域内における水洗化率（下

水道処理区域内人口に対する水洗化済人口の割合）は 92.4％となっております。 

平成 29 年度の地方公営企業法一部適用を機に、公共下水道事業・個別排水処理事業・特定地域生活排水処

理事業の３事業を統合し下水道事業となりましたが、下表につきましては事業別に記載しております。 

 長洲町の公共下水道の利用状況としては、先行投資的な面整備を行ったものの、充分に利用されていない状

況が長く続いていました。近年は水洗化促進の効果により水洗化率は年々増加しておりますが、行政区域内人

口の減少の影響により水洗化済人口は減少しており、公共下水道処理区域における定住化の促進などが今後

の課題です。浄化槽施設の業務状況としては、令和 3 年度末において、個別排水処理 54 基、特定地域生活排

水処理 37 基の合計 91 基が稼働しております。 

                                      （単位：人、％、㎥） 

 

区  分 事  業 H29 H30 R1 R2 R3 

行政区域内人口  16,057  16,074  15,986  15,840 15,497 

処理区域人口 

公共下水道事業  15,412  15,448  15,362  15,229 14,906 

 個別排水処理事業  119  142  147  151 160 

 特定地域生活排水処理事業 101  96  89  89 86 

水洗化済人口 

公共下水道事業  13,950  14,067  14,068  14,022 13,748 

 個別排水処理事業 109  131  144  151 160 

 特定地域生活排水処理事業 101  96  89  89 86 

普 及 率 

公共下水道事業  96.0  96.1  96.1  96.1 96.2 

 個別排水処理事業 0.7  0.9  0.9  1.0 1.0 

 特定地域生活排水処理事業 0.6  0.6  0.6  0.6 0.6 

水 洗 化 率 

公共下水道事業  90.5  91.1  91.6  92.1 92.2 

 個別排水処理事業 91.6  92.3  98.0  100.0 100.0 

 特定地域生活排水処理事業 100.0  100.0  100.0  100.0 100.0 

汚 水 処 理 量 

公共下水道事業 2,413,257  2,339,388  2,287,574  2,529,609 2,443,799 

 うち長洲処理区のみ 1,284,719  1,276,976  1,234,126  1,401,583 1,392,847 

 個別排水処理事業 9,313  9,757  10,677  11,349 11,760 

 特定地域生活排水処理事業 8,699  8,085  7,564  7,178 6,912 

有 収 水 量 

公共下水道事業  1,284,551  1,277,989  1,286,099  1,304,114 1,274,899 

 個別排水処理事業 9,313  9,757  10,677  11,349 11,760 

 特定地域生活排水処理事業 8,699  8,085  7,564  7,178 6,912 

有 収 率 

公共下水道事業  99.9  100.1  104.2  93.0 91.5 

 個別排水処理事業 100.0  100.0  100.0  100.0 100.0 

 特定地域生活排水処理事業 100.0  100.0  100.0  100.0 100.0 
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２ 予算の執行状況 

 

（１） 収益的収入及び支出 

 

令和 3 年度の収益的収入で主なものは営業外収益の他会計負担金 263,793,898 円、続いて使用料

246,449,778 円、長期前受金戻入で 229,258,075 円となっております。収益的支出で主なものは減価償却費

490,240,328 円、続いて処理場費 134,951,490 円、支払利息及び企業債取扱諸費 64,797,717 円となっており

ます。 

区 分 H29 H30 R1 R2 R3 

予 算 額 

（円）A 

収益的収入 881,342,000 910,325,000 885,094,000 870,357,000 837,681,000 

収益的支出 864,539,000 884,507,000 853,497,000 834,583,000 797,973,000 

決 算 額 

（円）B 

収益的収入 874,949,665 

(18,553,370) 

911,794,093 

(18,299,767) 

889,046,539 

(19,910,809) 

874,646,816 

(22,985,780) 

828,323,238 

 (22,443,874) 

収益的支出 842,584,673 

(10,841,737) 

851,892,665 

(12,535,170) 

838,382,185 

(13,944,835) 

815,784,900 

(15,700,604) 

779,254,991 

(15,238,800) 

執 行 率 

（％）B/A 

収益的収入 99.3％ 100.2％ 100.4％ 100.5％ 98.9％ 

収益的支出 97.5％ 96.3％ 98.2％ 97.7％ 97.7％ 

予算額に対する増

減又は不用額(円) 

収益的収入 △6,392,335 1,469,093 3,952,539 4,289,816 △9,357,762 

収益的支出 21,954,327 21,954,327 15,114,815 18,798,100 18,718,009 

（注）決算額の欄に記載されている(  )内の金額は、収益的収入における「仮受消費税及び地方消費税」及

び収益的支出における「仮払消費税及び地方消費税」です。 

 

（２）資本的収入及び支出 

 

令和 3年度の資本的収入で主なものは他会計出資金 157,008,193円、続いて資本費平準化債 80,000,000円、

下水道事業債 67,900,000 円となっております。資本的支出で主なものは企業債償還金 362,965,459 円、続い

て資本費平準化債償還金 155,814,736 円、管路建設改良費 52,717,107 円となっております。 

なお、令和 3 年度の資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額 8,360,000 円を除く）

が資本的支出額に不足する額 291,856,707 円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 6,064,095

円、減債積立金処分額 20,000,000 円、建設改良積立金処分額 5,000,000 円、過年度分損益勘定留保資金 

2,234,081 円、当年度分損益勘定留保資金 258,558,531 円で補てんしています。 

区 分 H29 H30 R1 R2 R3 

予 算 額 

（円）A 

資本的収入 1,223,174,000 1,064,226,000 347,567,000 383,260,000 436,480,000 

資本的支出 1,516,500,000 1,441,543,000 697,060,000 690,455,000 729,667,000 

決 算 額 

（円）B 

資本的収入 
797,667,532 

(0) 

997,279,417 

(41,311) 

328,238,516 

(43,478) 

367,970,098 

(0) 

396,764,620 

(0) 

資本的支出 
1,001,581,408 

(34,154,480) 

1,339,752,709 

(59,136,542) 

681,610,040 

(10,650,583) 

673,298,848 

(10,573,148) 

680,261,327 

(11,794,301) 

執 行 率 

（％）B/A 

資本的収入 65.2％ 93.7％ 94.4％ 96.0％ 90.9％ 

資本的支出 66.0％ 92.9％ 94.4％ 97.5％ 93.2％ 

翌年度繰越額 翌年度繰越額 464,380,000 51,408,000 0 0 38,000,000 

予算額に対する増

減又は不用額(円) 

資本的収入 △425,506,468 △66,946,583 △19,328,484 △15,289,902 △39,715,380 

資本的支出 50,538,592 50,382,291 15,449,960 17,156,152 11,405,673 

（注）決算額の欄に記載されている(  )内の金額は、資本的収入における「仮受消費税及び地方消費税」及

び資本的支出における「仮払消費税及び地方消費税」です。 
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３ 経営成績 

 

（１）総合成績 

 

令和 3 年度の総収益については前年度と比較して、他会計負担金や玉名市分担金などの減少により

45,781,672 円減少しており、使用料収入自体も水洗化済人口の減少等により 5,450,709 円減少しております。

総費用については、企業債償還の進捗による支払利息の減少や減価償却費の減少により 34,387,993 円減少し

ております。令和 3 年度の損益(純利益)は前年度を下回っておりますが、総収支比率は 100％を超えており、

経常収支比率も目標の 105.0％を上回る 105.6％となっております。 

 

区分 H29 H30 R1 R2 R3 

総収益（円）Ａ 853,276,998 886,689,945 869,135,730 851,661,036 805,879,364 

総費用（円）Ｂ 831,742,936 843,840,388 822,138,892 797,861,405 763,473,412 

損益（△損失）（円）

Ａ-Ｂ 
21,534,062 42,849,557 46,996,838 53,799,631 42,405,952 

総収支比率（％） 

Ａ/Ｂ 
102.6％ 105.1％ 105.7％ 106.7％ 105.6％ 
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（２）収納状況 

 

 令和 3 年度の使用料については、収納率が現年度分で 99.0％、過年度分で 82.6％となっております。受益

者負担金については、現年度分で 99.1％、過年度分で 100.0％となっております。滞納分につきましては、実

態把握を図り、適切な滞納整理を進めてまいります。 

年度 科  目 

調定額（円） 

Ａ 

収納額（円） 

Ｂ 

収納率

（％） 

Ｂ/Ａ 

不能欠損額

（円） 

Ｃ 

未納額

（円） 

Ａ-Ｂ-Ｃ 

H29 

使用料 
現年度分 245,904,090 243,394,100 99.0 0 2,509,990 

過年度分 3,735,590 2,657,519 71.1 0 1,078,071 

合  計 249,639,680 246,051,619 98.6 0 3,588,061 

公共下水道受益者負担金 
現年度分 4,340,570 4,311,870 99.3 0 28,700 

過年度分 1,348,900 219,500 16.3 0 1,129,400 

合  計 5,689,470 4,531,370 79.6 0 1,158,100 

個別排水処理施設分担金 現年度分 185,600 86,100 46.4 0 99,500 

H30 

使用料 
現年度分 245,323,620 242,555,180 98.9 0 2,768,440 

過年度分 3,588,061 2,509,731 69.9 222,732 855,598 

合  計 248,911,681 245,064,911 98.5 222,732 3,624,038 

公共下水道受益者負担金 
現年度分 3,752,760 3,699,860 98.6 0 52,900 

過年度分 1,158,100 87,700 7.6 137,710 932,690 

合  計 4,910,860 3,787,560 77.1 137,710 985,590 

個別排水処理施設分担金 
現年度分 371,200  371,200 100.0 0 0 

過年度分 99,500  99,500 100.0 0 0 

R1 

使用料 
現年度分 247,863,432 245,480,035 99.0 0 2,383,397 

過年度分 3,632,298 2,715,270 74.8 331,530 585,498 

合  計 251,495,730 248,195,305 98.7 331,530 2,968,895 

公共下水道受益者負担金 
現年度分 4,367,680 4,325,680 99.0 0 420,00 

過年度分 985,590 116,330 11.8 863,260 6,000 

合  計 5,353,270 4,442,010 83.0 863,260 48,000 

個別排水処理施設分担金 現年度分 199,000 199,000 100.0 0 0 

R2 

使用料 
現年度分 252,445,613 250,365,776 99.2 0 2,079,837 

過年度分 2,968,895 2,424,678 81.7 85,580 458,637 

合  計 255,414,508 252,790,454 99.0 85,580 2,538,474 

公共下水道受益者負担金 
現年度分 3,471,540 3,450,840 99.4 0 20,700 

過年度分 48,000 48,000 100.0 0 0 

合  計 3,519,540 3,498,840 99.4 0 20,700 

個別排水処理施設分担金 現年度分 99,500 99,500 100.0 0 0 

R3 

使用料 
現年度分 246,449,778 244,055,290 99.0 0 2,394,488 

過年度分 2,538,474 2,096,585 82.6 146,580 295,309 

合  計 248,988,252 246,151,875 98.9 146,580 2,689,797 

公共下水道受益者負担金 
現年度分 5,130,470 5,082,570 99.1 0 47,900 

過年度分 20,700 20,700 100.0 0 0 

合  計 5,151,170 5,103,270 99.1 0 47,900 

個別排水処理施設分担金 現年度分 258,300 258,300 100.0 0 0 
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（３）建設改良費の推移 

 

令和 3 年度は、次の事業を行いました。 

○浦川汚水中継ポンプ場他改築工事委託事業 

〇浄化センター水処理施設他改築耐震実施設計委託事業 

○その他の事業 

 ・公共汚水桝等設置工事（42 箇所） 

・合併処理浄化槽設置工事(3 基） 

 

 

 

 

 

（４）企業債の残高状況 

 

平成 26年度以降は浄化センターをはじめとした施設の改築更新の実施が本格化したことにより建設財源と

しての借入額が増加していましたが、平成 30 年度に浄化センター再構築第 2 期事業が完了したため、令和元

年度以降の借入額が減少しています。また、個別排水処理事業の借入額は設置申請数により変動しますが、毎

年 100 万円から 300 万円程度で推移しており、残高は減少傾向にあります。 

 

    （単位：円） 

科 目 H29 H30 R1 R2 R3 

建設改良費 469,333,215 806,215,142 132,347,014 123,890,107 136,474,174 

年度 
前年度末残高(円)

Ａ 

各年度中 増加率

(％) 

Ｂ/Ａ 

年度末 

  残高(円) 
増加高（円） 

（借入） 

減少高（円） 

（償還） 

差引増加高(円) 

Ｂ 

H23 7,774,540,650 298,500,000 612,021,990 △313,521,990 △4.0 7,461,018,660 

H24 7,461,018,660 265,100,000 579,956,656 △314,856,656 △4.2 7,146,162,004 

H25 7,146,162,004 177,200,000 578,588,499 △401,388,499 △5.6 6,744,773,505 

H26 6,744,773,505 247,300,000 538,487,597 △291,187,597 △4.3 6,453,585,908 

H27 6,453,585,908 263,300,000 537,328,776 △274,028,776 △4.2 6,179,557,132 

H28 6,179,557,132 259,600,000 528,279,470 △268,679,470 △4.3 5,910,877,662 

H29 5,910,877,662 296,700,000 532,248,193 △235,548,193 △4.0 5,675,329,469 

H30 5,675,329,469 356,800,000 533,537,567 △176,737,567 △3.1 5,498,591,902 

R1 5,498,591,902 160,500,000 545,473,306 △384,973,306 △7.0 5,113,618,596 

R2 5,113,618,596 174,300,000 549,155,741 △374,855,741 △7.3 4,738,762,855 

R3 4,738,762,855 173,900,000 543,787,153 △369,887,153 △7.8 4,368,875,702 
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４ 経営分析 

下水道事業の経営は、処理を行う規模、地理的条件や事業進捗度により様々であり、健全経営のための絶対

的な基準を設定することは困難ですが、次に示します経営指標について全国平均や類似団体平均と比較・検討

することにより、健全経営の目安とすることができます。全国平均や類似団体平均との比較をより明確に行う

ため、「公共下水道事業」と「個別排水処理事業・特定地域生活排水処理事業」の２つに分けて分析します。 

【公共下水道事業】 

 

（1）事業の概要 

 H29 H30 R1 R2 R3 
類似団体 

平均 
全国平均 

普及率（％） 96.0 96.1 96.1 96.1 96.2 55.1 79.6 

進捗率（％） 107.8 109.6 109.0 108.0 105.7 92.6 95.6 

一般家庭用使用料（円） 3,460 3,460 3,517 3,517 3,517 3,348 2,858 

処理区域内人口密度（人／ｈａ） 29.7 29.7 29.5 29.2 28.6 23 61 

※進捗率：全体計画人口に占める処理区域内人口の割合。全体計画に対しての進捗状況を表すものです。 

 

（2）施設の効率性 

 H29 H30 R1 R2 R3 
類似団体 

平均 
全国平均 

施設利用率（％） 49.4 47.4 46.0 49.2 47.7 61.2 61.8 

有収率（％） 99.9 100.1 104.2 93.0 91.5 83.0 80.4 

水洗化率（％） 90.5 91.1 91.6 92.1 92.2 87.3 95.6 

※施設利用率：現在晴天時平均処理水量を現在処理能力（晴天時）で除したもの。施設がどの程度利用されて

いるのかを示します。 

 

（3）経営の効率性 

 H29 H30 R1 R2 R3 
類似団体

平均 
全国平均 

使用料単価（円／㎥） 174.9 175.4 175.0 173.6 173.3 174.7 132.9 

汚水処理原価（円／㎥） 155.9 140.3 136.9 130.4 137.5 193.4 134.3 

汚水処理原価（維持管理費）（円/㎥） 102.0 106.9 108.2 103.5 110.4 123.4 71.5 

汚水処理原価（資本費）（円／㎥） 53.9 33.4 28.7 26.9 27.2 70.0 62.8 

経費回収率（％） 112.1 125.0 127.5 133.1 126.0 90.3 99.0 

経費回収率（維持管理費）（％） 171.4 164.1 161.3 167.6 157.0 141.6 186.0 

処理人口１人あたりの維持管理費 

（汚水分）（円／人） 
8,505 8,844 9,063 8,867 9,439 11,146 7,716 

処理人口１人あたりの資本費 
（汚水分）（円／人） 3,320 2,760 2,402 2,299 2,325 6,327 6,782 

職員１人あたりの処理区域内人口 

（人／人） 
2,569 2,575 2,560 1,904 1,863 3,024 3,946 

職員給与費対営業収益比率（％） 12.2 11.6 11.9 11.6 12.2 8.7 6.4 
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※使用料単価：有収水量 1 ㎥あたりの使用料収入であり、使用料の水準を示します。 

※汚水処理原価：有収水量 1 ㎥あたりの汚水処理費であり、その水準を示します。汚水処理費は、維持管理費

と資本費とに分けられ、維持管理費は日常の下水道施設の維持管理に要する経費、資本費は、地方公営企業法

適用企業にあっては減価償却費、企業債等支払利息(一時借入金利息を除く。) 、企業債取扱諸費等の合計額

です。 

※経費回収率：汚水処理に要した費用に対する、使用料による回収程度を示す指標です。 

※職員給与費対営業収益比率：営業収益に対する職員給与費の割合。営業収益が職員にどの程度分配されてい

るかを示しています。 

 

（4）財政状況の健全性 

 H29 H30 R1 R2 R3 
類似団体 

平均 
全国平均 

総収支比率（％） 103.0 105.5 106.1 107.2 106.1 
116.4 

(107.8) 

107.8 

(106.6) 

経常収支比率（％） 102.9 105.4 106.1 107.2 106.1 
101.5 

(107.2) 

105.8 

(106.7) 

自己資本構成比率（％） 52.4 54.7 56.8 58.7 60.8 57.1 62.0 

固定資産対長期資本比率（％） 103.3 103.4 103.7 103.6 103.4 102.4 101.5 

処理区域内人口１人あたりの 

地方債現在高（千円／人） 
366 354 331 309 291 329 189 

※総収支比率：総収益と総費用の比率を表したもの。100％未満であると総収支が赤字であることを示します。 

※経常収支比率：経常収益と経常費用の比率を表したもの。100％未満であると経常収支が赤字であることを

示します。 

※自己資本構成比率：総資本に占める資本の割合であり、財政状態の長期的な安全性を見る指標です。 

※固定資産対長期資本比率：自己資本構成比率と同じく、事業の固定的・長期的安全性を見る指標で、資金が

長期的拘束される固定資産が、どの程度自己資本や長期借入金によって調達されているか示します。 

※総収支比率、経常収支比率の欄に記載されている(  )内の比率は、地方公営企業法を適用した団体の 

比率です。 
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【特定地域生活排水処理事業・個別排水処理事業】 

 

（1）事業の概要 

 H29 H30 R1 R2 R3 
類似団体 

平均 
全国平均 

普及率（％） 1.4 1.5 1.5 1.5 1.6 3.2 2.8 

進捗率（％） 38.5 41.7 41.3 42.0 43.1 38.0 46.1 

一般家庭用使用料（円） 3,460 3,460 3,517 3,517 3,517 3,543 3,411 

処理区域内人口密度（人／ｈａ） 36.7 39.7 39.3 40.0 41.0 43 0 

 

（2）施設の効率性 

 H29 H30 R1 R2 R3 
類似団体 

平均 
全国平均 

施設利用率（％） - - 45.9 46.2 45.1 53.8 56.5 

有収率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

水洗化率（％） 95.5 95.4 98.7 100.0 100.0 95.7 78.0 

 

（3）経営の効率性 

 H29 H30 R1 R2 R3 
類似団体 

平均 
全国平均 

使用料単価（円／㎥） 169.9 169.0 168.9 169.6 168.5 169.5 164.0 

汚水処理原価（円／㎥） 337.2 343.5 327.3 327.3 345.2 307.6 286.0 

汚水処理原価（維持管理費）（円／㎥） 308.3 311.3 326.7 327.3 345.2 289.7 270.0 

汚水処理原価（資本費）（円／㎥） 28.9 32.1 0.6 0 0 17.9 16.1 

経費回収率（％） 55.1 49.2 56.1 51.8 48.8 55.1 57.4 

経費回収率（維持管理費）（％） 55.1 54.3 56.2 51.8 48.8 58.5 60.8 

処理人口１人あたりの維持管理費
（汚水分）（円／人） 25,243 23,339 25,255 25,267 26,205 22,867 19,016 

処理人口１人あたりの資本費
（汚水分）（円/人） 2,370 2,410 46 0 0 1,416 1,131 

職員１人あたりの処理区域内人口
（人／人） - - - - - 2,351 2,783 

職員給与費対営業収益比率（％） - - - - - 12.4 11.4 

 

（4）財政状況の健全性 

 

 H29 H30 R1 R2 R3 
類似団体 

平均 
全国平均 

総収支比率（％） 60.9 61.0 65.9 67.5 63.5 
107.3 

(101.3) 
106.7 
(95.6) 

経常収支比率（％） 60.9 61.0 65.9 67.5 63.5 
101.2 

(103.4) 
95.0 

(96.5) 

自己資本構成比率（％） 25.5 18.8 13.1 4.9 △7.5 45.0 45.7 

固定資産対長期資本比率（％） 114.9 128.6 144.4 166.8 193.5 98.0 99.5 

処理区域内人口１人あたりの 
地方債現在高（千円／人） 

125 118 115 106 102 129 109 


